
【介護保険】
【市単独事業等】

◆高齢者福祉サービス

・高齢者短期宿泊事業
・緊急通報システム事業
・在宅高齢者等日常生活用具給付
・高齢者住宅改修
・ひとり暮らし高齢者等安心ﾈｯﾄﾜｰｸ事業
・災害時要援護者支援事業 など

〈市社会福祉協議会自主事業〉

・ひとり暮らし高齢者ふれあい訪問 など

◆介護保険サービス（法定）

○要介護認定者へのサービス
・在宅サービス（訪問・通所・短期入所など）
・施設サービス（特養・老健・療養）
・居宅介護支援（ケアマネジメント） など

○要支援認定者へのサービス
・在宅サービス

短期入所・福祉用具など
・介護予防支援（ケアマネジメント） など

（対象）
要介護
認定者

（対象）
要支援
認定者

・介護予防訪問介護
・介護予防通所介護

◆介護保険サービス（法定）

○要介護認定者へのサービス
・在宅サービス，施設サービス，居宅介護支援 など

○要支援認定者へのサービス
・在宅サービス(短期入所・福祉用具等)，介護予防支援 など

◆地域支援事業 （市町村が設定）

○介護予防・日常生活支援総合事業

○一般介護予防事業 【事業対象：全ての高齢者】

地域リハビリテーション活動支援事業

引継

新規

介護予防把握事業，介護予防普及啓発事業，
地域介護予防活動支援事業，一般介護予防事業評価事業

○任意事業

○包括的地域支援事業 【新規】生活支援体制整備事業

○介護予防・生活支援サービス事業
【事業対象：要支援１・２，事業対象者】

○介護予防事業

●二次予防事業
・二次予防事業対象者把握事業

・二次予防事業評価事業 など

※ 二次予防事業対象者

要支援状態への移行可能性が高い者

●一次予防事業
・介護予防普及啓発事業
・地域介護予防活動支援事業
・一次予防事業評価事業 など

●介護予防ケアマネジメント

（対象）
全ての
高齢者

（対象）
二次予防
事業対象者

◆地域支援事業 （市町村が設定）

○任意事業
・栄養改善を目的とした

など

（対象）
事業毎に設定

○包括的地域支援事業

・訪問型介護予防事業
・通所型介護予防事業

・配食サービス

生活支援サービス事業（配食サービス）

●介護予防ケアマネジメント
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移行

«サービス類型の拡充» «提供主体の多様化»

介護専門職

看護師等の専門職

【相当】介護予防訪問・通所介護相当

【Ａ型】人員等の基準を緩和したサービス

【Ｂ型】住民による生活援助活動の支援

【Ｃ型】専門職による短期・集中的な支援

組替

現 行 現 行

・生きがい対応型デイサービス事業
・高齢者ホームサポート事業

・ファミリーケアサービス

【介護保険】
平成２９年４月以降
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既存事業を中心に
サービス基準等を整理

本市の状況を踏まえた事業の整理 
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